
CRI 5月号がお手元に届くゴールデンウィークには住宅を
検討される方も多いことと存じます。1月に決定された政策
金利の利上げを反映し、4月1日から住宅ローンの変動金利は
0.25％引き上げられ2.875％となりました。これは2009年3月
以来、約16年ぶりの水準です。まだ低水準とはいえ、購入者の
約8割が変動型ローンを選択している現状を考慮すると、物価
高とあわせゴールデンウィークの過ごし方にもその影響が波及
する可能性も考えられます。 
今月は高経年マンションについてレポートしました。一般的な

統計傾向から「二つの老い」としてマンションと居住者の高齢化
は一体として論じられることが多いですが、利便性の良いマン
ションには、若い世代が入れ代わり立ち代わり居住するケース
もあり、必ずしもマンションの老いと居住者の老いは一体では
ありません。マンションの老いに物理的・社会的老いがあるよ

うに、居住者に関しても二つの側面から高齢化を考える必要が
あります。物理的老いは高齢化であり、社会的老いは高齢化に
伴う孤立、コミュニティへの関心の希薄化・関与度の低下です。
しかし、コミュニティへの関心の希薄化は高齢者に限られたこ
とではなく、若年層にも見られる傾向です。マンションの健全
な維持管理においては居住者の年齢問わず、コミュニティへの
関与度が重要な要素となることからマンションを健全に長寿命
化させるためには、居住者の積極的なコミュニティへの参加を
促進する、或いはコミュニティ機能を代替しうる仕組みの構築
が必要と考えます。そうした中、第三者管理の果たす役割は今
後も拡大していくものと思われます。
4月1日よりホームページをリニューアル致しました。是非こ

ちらもご活用いただきますよう、よろしくお願い致します。
https：//www.haseko.co.jp/hri/
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団塊世代は一般的に第二次世界大戦後の1947年から

1949年までの3年間に生まれた世代であり、約800万人

の人口規模(日本の総人口の約6％)となる。この大きな

人口の塊は文化・消費・経済など日本社会に様々な影響を

与えた。就労面では彼らが定年退職を迎えた2007年には

大量退職による「労働人口の大幅な減少」「事業承継の危機」

や「年金制度を始めとする様々な構造の変革」が社会課題

として顕在化し、多くの企業で技術継承プログラムの実施

や延長・再雇用制度の整備などの対策が取られ、「2007年

問題」は「2025年問題」の前段階として捉えられた。 

団塊世代が75歳以上となる前後の2018年  図 1 と

2023年  図 2 の人口変化をみると6,932,000人から

7,474,000人に542,000人増加した。高齢化の進行は地

方の方が取り沙汰されることが多いが、都道府県別にみる

と、都市部の方が人口増加が目立つ。こうした高齢化の進

行による「年金・医療保険制度への負担」「介護人口の不足」

は地方に限らず都市部でも深刻な課題である。今後、様々

なサービスへの負担増が懸念されている。 

2025年問題が問うもの 
～団塊世代が高齢者人口に与えるインパクト～

団塊世代が全て75歳を迎え、
人口の約18％が後期高齢者となることで起こる
諸課題について2025年問題と言われている。
団塊世代が日本の人口に及ぼす
インパクトはどのくらいなのだろうか。
今月号はその人口規模の大きさから
日本社会を席捲してきた
団塊世代についてデータをみていきたい。 

2018年75～79歳人口 （6,932,000人） 図 1

2023年75～79歳人口 （7,474,000人） 図 2
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75～79歳人口比率上位6県

75～79歳人口比率上位5県

山口県・秋田県 ・・・・・・・・・・6.4％
奈良県・和歌山県 ・・・・・・・6.3％
高知県 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・6.2％           

高知県 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・7.5％ 
山口県 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・7.3％
富山県 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・7.2％
和歌山県 ・・・・・・・・・・・・・・・・7.1％ 
奈良県・秋田県 ・・・・・・・・・・7.0％

資料：総務省「人口動態調査」より長谷工総合研究所作成 


